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─ 1 ─

令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　規　　　則
○生活保護法施行細則の一部を改正する規則……（福祉保健課）１

規　　　　　則

　生活保護法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和８年８月10日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
宮崎県規則第40号
　　　生活保護法施行細則の一部を改正する規則
　生活保護法施行細則（昭和57年宮崎県規則第44号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（備付書類）
第２条　［略］
２　福祉事務所長は、次に掲げる書類を作成し、常にその記載事項
　を整理しておかなければならない。
　（１）　相談記録票（別記様式第５号）
　　（２）　［略］
　（３）　生活保護新規申請受理簿（別記様式第６号）
　（４）〜（７）　［略］
　（保護決定通知書等）
第４条　法第24条第３項（同条第９項において準用する場合を含む
　。）、第25条第２項及び第26条に規定する書面は、保護（変更）
　決定通知書（別記様式第15号）、保護停止（廃止）決定通知書（
　別記様式第15号の２）又は保護申請却下決定通知書（別記様式第
　16号）によるものとする。
　（検診命令等）
第７条　［略］
２　福祉事務所長は、検診を命じたときは、当該命令により指定し
　た医療機関に、検診依頼書（別記様式第20号）、検診書（別記様
　式第21号）及び検診料請求書（別記様式第22号）を送付しなけれ
　ばならない。
　（扶養照会書等）
第10条　福祉事務所長は、法第４条第２項の扶養義務者の扶養の可
　否を確認するために、要保護者の扶養義務者に対し扶養義務の履
　行について照会するときは、扶養照会書（別記様式第25号）によ
　るものとする。

２・３　［略］
　（保護金品の支給方法等）
第11条　福祉事務所長は、法第19条第７項第３号の規定により保護

　（備付書類）
第２条　［略］
２　福祉事務所長は、次に掲げる書類を作成し、常にその記載事項
　を整理しておかなければならない。
　（１）　面接記録票（別記様式第５号）
　　（２）　［略］
　（３）　保護申請書受理簿（別記様式第６号）
　（４）〜（７）　［略］
　（保護決定通知書等）
第４条　法第24条第３項（同条第９項において準用する場合を含む
　。）、第25条第２項及び第26条に規定する書面は、保護開始（変
　更・再開）決定通知書（別記様式第15号）、保護停止（廃止）決
　定通知書（別記様式第15号の２）又は保護申請却下通知書（別記
　様式第16号）によるものとする。
　（検診命令等）
第７条　［略］
２　福祉事務所長は、検診を命じたときは、当該命令により指定し
　た医療機関に、被（要）保護者の検診について（依頼）（別記様
　式第20号）、検診書（別記様式第21号）及び検診料請求書（別記
　様式第22号）を送付しなければならない。
　（扶養義務の照会等）
第10条　福祉事務所長は、法第４条第２項の扶養義務者の扶養の可
　否を確認するために、要保護者の扶養義務者に対し扶養義務の履
　行について照会するときは、生活保護法による保護の決定に伴う
　扶養義務について（照会）（別記様式第25号）によるものとする
　。
２・３　［略］
　（保護金品の支給方法等）
第11条　福祉事務所長は、法第19条第７項第３号の規定により保護



─ 2 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号

　金品の交付を町村長に依頼して行うときは、当該町村長に対し生
　活保護費支給明細書（別記様式第26号）１部を送付するとともに
　、交付に要する資金を前渡しなければならない。
　（就労自立給付金支給申請書）
第19条　省令第18条の４第１項に規定する申請書は、就労自立給付
　金支給申請書（別記様式第40号）によるものとする。
　（就労自立給付金支給等の決定調書）
第20条　福祉事務所長は、法第55条の４第１項の規定による就労自
　立給付金の支給又は不支給を決定するときは、就労自立給付金支
　給（不支給）決定調書（別紙様式第41号）によるものとする。
　（就労自立給付金支給等の決定通知書）
第21条　福祉事務所長は、法第55条の４第１項の規定による就労自
　立給付金の支給又は不支給を決定したときは、就労自立給付金支
　給（不支給）決定通知書（別記様式第42号）により通知するもの
　とする。

　（進学・就職準備給付金支給申請書）
第22条　省令第18条の９第１項に規定する申請書は、進学・就職準
　備給付金支給申請書（別記様式第43号）によるものとする。　　
　（進学・就職準備給付金支給等の決定調書）
第23条　福祉事務所長は、法第55条の５第１項の規定による進学・
　就職準備給付金の支給又は不支給を決定するときは、進学・就職
　準備給付金支給（不支給）決定調書（別記様式第44号）によるも
　のとする。　
　（費用の返還）
第26条　福祉事務所長は、法第63条の規定により費用の返還を命ず
　るときは、費用返還命令書（別記様式第47号）によるものとする
　。
　（費用等の徴収）
第27条　福祉事務所長は、法第77条第１項の規定により費用の徴収
　を命ずるときは費用徴収決定通知書（別記様式第48号）、法第77
　条の２の規定により費用の徴収を命ずるときは費用徴収決定通知
　書（別記様式第49号）、法第78条の規定により費用の徴収を命ず
　るときは費用徴収決定通知書（別記様式第50号）によるものとす
　る。

　金品の交付を町村長に依頼して行うときは、当該町村長に対し生
　活保護費支給内訳書（別記様式第26号）１部を送付するとともに
　、交付に要する資金を前渡しなければならない。
　（就労自立給付金申請書）
第19条　省令第18条の４第１項に規定する申請書は、就労自立給付
　金申請書（別記様式第40号）によるものとする。
　（就労自立給付金支給の決定調書）
第20条　福祉事務所長は、法第55条の４第１項の規定による就労自
　立給付金の支給を決定するときは、就労自立給付金決定調書（別
　紙様式第41号）によるものとする。
　（就労自立給付金支給の決定通知書等）
第21条　福祉事務所長は、法第55条の４第１項の規定による就労自
　立給付金の支給を決定したときは、就労自立給付金決定通知書（
　別記様式第42号）により通知するものとする。

２　福祉事務所長は、省令第18条の４第１項の規定による就労自立
　給付金の支給の申請を却下するときは、就労自立給付金申請却下
　通知書（別記様式第42号の２）により通知するものとする。
　（進学・就職準備給付金申請書）
第22条　省令第18条の９第１項に規定する申請書は、進学・就職準
　備給付金申請書（別記様式第43号）によるものとする。
　（進学・就職準備給付金支給等の決定調書）
第23条　福祉事務所長は、法第55条の５第１項の規定による進学・
　就職準備給付金の支給又は不支給を決定するときは、進学・就職
　準備給付金決定調書（別記様式第44号）によるものとする。　

　（費用の返還）
第26条　福祉事務所長は、法第63条の規定により費用の返還を命ず
　るときは、生活保護法第63条返還金決定通知書（別記様式第47号
　）によるものとする。
　（費用等の徴収）
第27条　福祉事務所長は、法第77条第１項の規定により費用の徴収
　を命ずるときは生活保護法第77条徴収金決定通知書（別記様式第
　48号）、法第77条の２の規定により費用の徴収を命ずるときは生
　活保護法第77条の２徴収金決定通知書（別記様式第49号）、法第
　78条の規定により費用の徴収を命ずるときは生活保護法第78条徴
　収金決定通知書（別記様式第50号）によるものとする。

　別記様式第１号から別記様式第３号までを次のように改める。
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宮　崎　県　公　報 令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号

別記
様式第1号（第２条関係）



─ 4 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 5 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 6 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 7 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 8 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 9 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 10 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 11 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 12 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 13 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 14 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号

　別記様式第５号から別記様式第６号までを次のように改める。
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宮　崎　県　公　報 令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号

□
□

□
□

□
□

□
□

□
□



─ 16 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 17 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 18 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 19 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号

　別記様式第13号から別記様式第16号までを次のように改める。



─ 20 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 21 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 22 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 23 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 24 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号

　別記様式第19号から別記様式第22号までを次のように改める。



─ 25 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 26 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 27 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 28 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号

　別記様式第24号及び別記様式第25号を次のように改める。



─ 29 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 30 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号

　別記様式第26号を次のように改める。



─ 31 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号

　別記様式第40号から別記様式第42号までを次のように改める。



─ 32 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 33 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 34 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 35 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号

　別記様式第42号の次に次の１様式を加える。



─ 36 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号

　別記様式第43号から別記様式第45号までを次のように改める。



─ 37 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 38 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 39 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 40 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号

　別記様式第47号から別記様式第50号までを次のように改める。



─ 41 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 42 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 43 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号



─ 44 ─

宮　崎　県　公　報令和 ８ 年 ８ 月 10 日（月曜日）　号外　第 32 号

　　　附　則　　
　（施行期日）
１　この規則は、令和８年８月12日から施行する。
　（経過措置）
２　この規則の施行の際現にこの規則による改正前の生活保護法施行細則（以下「改正前の規則」という。）の規定に基づいて提出されて
　いる申請書その他の書類は、この規則による改正後の生活保護法施行細則の相当規定に基づいて提出された申請書その他の書類とみなす
　。
３　この規則の施行の際現に存する改正前の規則の規定に定める様式による用紙は、当分の間、所要の事項を適宜補正して使用することが
　できる。
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